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アジア経済法令ニュース No.23-15 

 添付法令資料 1： 韓国火災の予防及び安全管理に関する法律（目次） 

 添付法令資料 2： 中国証券発行及び販売引受管理弁法（目次） 

 添付法令資料 3： インドネシア領域内への医薬品及び食品の輸入の監督に関する 

  2022 年 11 月 14 日付インドネシア共和国 

  医薬品食品監督庁規則 No. 27（目次） 

 添付法令資料 4： ベトナム査察法（目次） 

                    弁護士法人 瓜生･糸賀法律事務所 

                             2023 年 4 月 14 日（金） 

 

第 1 日本国 主要新法令及び改正法令 

1 租税特別措置法施行規則の一部を改正する省令（財務省令第 32 号） 

23.04.07 公布／同日施行 

2 農薬を登録した件（農林水産省告示第 524 号ないし第 526 号） 

23.04.11 公布 

 

第２-1 中国 主要新法令及び改正法令 

1 铁路产品认证管理办法 

23.03.31 公布  国家市場監督管理総局等 国市監認証発[2023]22 号／

23.03.31 施行 

2 检验检测机构能力验证管理办法 

23.03.27 公布 国家市場監督・管理総局公告 2023 年第 13 号／同日施行 

3 国务院办公厅关于成立第五次全国经济普查领导小组的通知 

23.03.31 公布 国務院弁公庁 国弁発[2023]7 号 

4 国家发展改革委关于印发投资项目可行性研究报告编写大纲及说明的通知 

23.03.23 公布  国家発展及び改革委員会  発改投資規 [2023]304 号／

23.05.01 施行 

5 电信领域违法行为举报处理规定 

23.03.15 公布 工業及び情報化部 工信部政法[2023]30 号／23.06.01 施行 

6 国家工业遗产管理办法 

23.03.02 公布 工業及び情報化部 工信部政法[2023]24 号 

7 工业和信息化部 文化和旅游部关于加强 5G+智慧旅游协同创新发展的通知 

23.04.06 公布 工業及び情報化部等 工信部聯通信[2023]42 号 

8 工业和信息化部办公厅关于组织开展 2023 年物联网赋能行业发展典型案例征

集工作的通知 

23.03.20 公布 工業及び情報化部弁公庁 公庁[2023]210 号 

9 工业和信息化部规划司公开征求《国家新型工业化产业示范基地管理办法（征

求意见稿）》意见 
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23.04.07 公布 工業及び情報化部規画司 

10 工业和信息化部等十一部门关于培育传统优势食品产区 和地方特色食品产业

的指导意见 

23.03.16 公布 工業及び情報化部等 工信部聯消費[2023]31 号 

11 人力资源社会保障部 财政部 国家税务总局关于阶段性降低失业保险、工伤保

险费率有关问题的通知 

23.03.29 公布 人的資源及び社会保障部等 人社部発[2023]19 号 

 

第 2-2 中国会計・税務法令 

1 国家税务总局关于落实支持个体工商户发展个人所得税优惠政策有关事项的公

告 

23.03.26 公布 国家税務総局公告 2023 年第 5 号 

2 研发费用税前加计扣除新政指引 

23.03.29 公布 国家税務総局 

3 关于印发《注册会计师行业诚信建设纲要》的通知 

23.03.14 公布 中国財政部 財会[2023]5 号 

4 关于印发《政府采购支持绿色建材促进建筑品质提升政策项目实施指南》的通

知 

23.03.22 公布 財政部弁公庁等 財弁庫[2023]52 号 

 

第 2-3 中国金融（Banking, Securities & Insurance）法令 

1 中国银保监会关于规范信托公司异地部门有关事项的通知 

23.03.28 公布 銀保監規[2023]3 号 

2 中国银保监会关于印发中资商业银行行政许可事项申请材料目录及格式要求的

通知 

23.03.21 公布 銀保監規[2023]2 号 

 

第 3 ロシア 

1 ロシア連邦民法典第 4 部への変更の導入に関する 2022 年 12 月 5 日付ロシア

連邦法律 No.503-FZ 

2022 年 12 月 31 日に施行 

2 軍人の地位に関するロシア連邦法律への変更の導入及びいくつかのカテゴリ

ーの市民への住宅の提供に関するロシア連邦法律第 3 条へ変更を導入すること

に関する 2022 年 12 月 5 日付ロシア連邦法律 No.490-FZ 

公布の日から 60 日経過後に施行 

3 その余の最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 4 ベトナム 

掲載すべき法令は、ありません。 
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第 5 韓国 

1 国債法一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19327 号／23.05.12 施行 

2 租税特例制限法一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19328 号／同日施行 

3 消防基本法一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19330 号／24.04.12 施行 

4 自然災害対策法一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19331 号／同日施行 

5 地方財政法一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19334 号／24.01.12 施行 

6 火災の予防及び安全管理に関する法律一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19335 号／23.10.12 施行 

7 児童・青少年の性保護に関する法律一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19337 号／23.10.12 施行 

8 国家公務員法一部改正法 

23.04.11 公布 法律第 19341 号／23.10.12 施行 

 

第 6 台湾 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 7 シンガポール 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 8 タイ 

1 全国的に国際財務報告基準を遵守の実施する旨告示する件 

18.07.04 制定  ミャンマー国家会計評議会告示第 18/2018 号

（23.04.07DICA ウェブサイト掲載） 

2 全国的に国際財務報告標準に該当することになる会計年度の変更を定める件 

23.03.23 制定 ミャンマー国家会計評議会告示第 16/2023 号 

 

第 9 インドネシア 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 10 フィリピン 



 

 4 

1 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  LABOR ADVISORY NO. 07, S. 2023 

  PAYMENT OF WAGES FOR THE REGULAR HOLIDAYS ON APRIL 06, 

07 AND 10, SPECIAL (NON-WORKING) DAY ON APRIL 08, 2023, AND 

ORDINARY WORKING DAY ON APRIL 09, 2023 

23.03.29 付 

2 DEPARTMENT OF JUSTICE 

  DEPARTMENT CIRCULAR NO. 020, S. 2023 

  POLICY ON PRO-ACTIVE INVOLVEMENT OF PROSECUTORS IN 

CASE BUILD-UP  

23.03.31 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

3 DEPARTMENT OF LABOR AND EMPLOYMENT 

  LABOR ADVISORY NO. 08, S. 2023 

  SAFETY AND HEALTH MEASURES TO PREVENT AND CONTROL 

HEAT STRESS AT THE WORKPLACE 

23.04.05 付 

4 SUPREME COURT  

  A.M. NO. 22-09-01-SC 

  CODE OF PROFESSIONAL RESPONSIBILITY AND 

ACCOUNTABILITY  

23.04.11 付／全国流通新聞において公布された日から直ちに施行 

 

第 11 インド 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 12 モンゴル 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 13 カザフスタン 

1 中間経済政策の承認に関するカザフスタン共和国政府決定 

2023 年 4 月 5 日付 No.275／署名の日から施行 

2 カザフスタン共和国領域からの玉ねぎの輸出のいくつかの問題に関するカザ

フスタン共和国農業相命令 

2023 年 4 月 7 日付 No.129 同月 8 日法務省登録 No.32261／公布の日か

ら施行し、同月 28 日まで有効 

3 カザフスタン共和国領域への自動車による小麦の輸入に対する禁止の導入に

関するカザフスタン共和国農業相命令 

2023 年 4 月 10 日付 No.132 同日法務省登録 No.32273／公布の日から施

行 
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第 14 ウズベキスタン 

1 女性及び児童の権利、自由及び法的利益の安全な保護制度の改善に関連する

いくつかのウズベキスタン共和国法令への変更及び追加の導入に関するウズ

ベキスタン共和国法律 

2023 年 4 月 11 日付 No.ZRU-829／同月 12 日施行 

2 「消費者ローンに関するウズベキスタン共和国法律」の第 15 条への消費者ロ

ーンの提供制度の改善に関連する変更の導入に関するウズベキスタン共和国

法律 

2023 年 4 月 10 日付 No.ZRU-828／同月 11 日施行 

3 2023 年における農業製品の生産及び加工の拡大及び促進に係る追加措置に

関するウズベキスタン共和国大統領決定 

2023 年 4 月 5 日付 No.PP-113／同月 6 日施行 

 

第 15 トルコ 

1 工業団地法及び特定の法律における変更の実施に関する法律 

2023 年 4 月 4 日付 No.7451 同月 10 日官報 No.32159／同日施行 

 

第 16 メキシコ 

その最新法令リストは、当事務所のホームページにて御覧下さい。 

 

第 17 ミャンマー 

掲載すべき法令は、ありません。 

 

第 18 添付法令資料 

   1 韓国火災の予防及び安全管理に関する法律（目次） 

   2 中国証券発行及び販売引受管理弁法（目次） 

   3 インドネシア領域内への医薬品及び食品の輸入の監督に関する 2022年 11月

14日付インドネシア共和国医薬品食品監督庁規則 No. 27（目次） 

   4 ベトナム査察法（目次） 

 

【アジア経済法令ニュース編集メンバー】 

糸賀 了   弁護士 最高顧問パートナー 

瓜生 健太郎 弁護士 マネージングパートナー 

 



 

 6 

宍戸 一樹  弁護士：インドネシア・マレーシア・台湾・韓国・ロシア法令担当 

 兼ラテン‐アメリカデスク主任 

穴田 功   弁護士 日本国及びニューヨーク州：タイ・香港・シンガポール・ 

インド・南アフリカ法令担当 

谷本 規   弁護士：香港・越南・フィリピン・インドネシア法令担当 

金田 繁   弁護士：インドネシア法令担当 

広瀬 元康  弁護士 日本国及びフランス国：メキシコ・ブラジル・インド・バン

グラデシュ法令担当兼ヨーロッパ・アフリカ・中東デスク主

任 

森 啓太   弁護士 日本国及びニューヨーク州：租税・独占禁止・知的財産・越

南・韓国・インドネシア法令担当 

谷添 学   弁護士 日本国及びニューヨーク州：インド・パキスタン・バングラ 

デシュ・スリランカ・南アフリカ・インドネシア法令担当 

熊代 なつみ 弁護士：インドネシア法令担当 

卜部 晃史  弁護士：インドネシア法令担当 

野島 未華子 弁護士：インドネシア・フィリピン法令担当 

千葉 香苗  弁護士：越南法令担当 

塚本 聡   弁護士：インドネシア法令担当 

上村 遥奈  弁護士：インドネシア法令担当 

大牟田 啓  弁護士・公認会計士：財務・会計・税務・韓国法令担当兼モンゴルデ

スク主任 

梶間 茂樹  弁護士：シンガポール・インドネシア法令担当 

永井 万紀子 弁護士：インドネシア法令担当 

三冨 貴博  弁護士：日本法令担当 

宮澤 旭麿  弁護士：日本法令担当 

飯田 悠   弁護士：日本法令担当 

萩原 亮太  弁護士：ベトナム法令担当 

山本 大介  弁護士：シンガポール法令担当 

山田 重嗣  公認会計士・税理士：財務・会計・税務法令担当 

穂積 比呂子 税理士：租税法担当 

山本 志織  パラリーガル：インド・パキスタン・バングラデシュ・スリランカ・ 
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南アフリカ・ブラジル法令担当 

ジュロフ ロマン  外国法事務弁護士（ロシア連邦弁護士） 

：ロシア・ウクライナ・ベラルーシ法令担当 

ヤラシェフ ノディルベック  外国法研究員（ウズベキスタン共和国弁護士） 

：ウズベキスタン・カザフスタン・トルコ・ロシア法令担当 

リッキ・A・サボナイ  外国法事務弁護士（フィリピン共和国弁護士） 

：フィリピン法令担当 

吉岡 京   パラリーガル：越南法令担当 

新山 祐美  パラリーガル：インドネシア法令担当 

 

関連ベトナム法人 

  UIVN CO.,LTD 

 

提携先中国律師事務所 

  上海堅海律師事務所  

 

（追記） 

 1 中国の主要法令の日本語訳文は、アジア経済法令速報（年 24 回発行）を通じて

有償にて提供しております。 

 


